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環境問題の解決に必要な知識と能力を育成するための「環境法」入門書

わが国の環境法は、1960年代後半から1970年代前
半の高度経済成長期に立法と裁判の積み重ねにより確立
した新しい法領域であり、行政法や民法、行政事件訴訟
法、民事訴訟法、刑法などに関連する横断的・総合的な
領域の科目である。その役割は、環境紛争の解決手段で
あり、より好ましい解決の在り方を検討するための知識
や能力が求められる。

●環境法の理念・原則・基本方針や
特色、環境政策の手法など環境法
の総論や各個別法を説明し、それ
ぞれの分野での紛争事例を検討。

●日本の３大環境汚染事件（足尾鉱
毒事件、水俣病事件、福島原発事件）を
取り上げ、それぞれの事件の推移
と紛争解決の実態を追う。歴史的
背景を踏まえ、共通点・特殊な点・
紛争解決の手法を明らかにし、悲
惨な被害を繰り返さないための法
政策を考える。

様々な領域にまたがる環境法を体系的に整理。
持続可能な社会の実現を目指す。
様々な領域にまたがる環境法を体系的に整理。
持続可能な社会の実現を目指す。
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第 1章　足尾鉱毒事件
1 　背景
2　足尾鉱毒事件の発端
3　古河市兵衛と被害民の示談契約
4　鉱業停止請願運動と政府の対応
5　川俣事件の刑事裁判
6　足尾鉱毒事件の終息
第 2章　水俣病事件
1 　水俣病
2　熊本水俣病事件
3　行政の責任―水俣病関西訴訟事件判決―
4　阿賀野川・新潟水俣病事件第 1次訴訟
5　水俣病の認定訴訟
6　水俣病事件の教訓
第 3章　原子力発電所事故の環境汚染を

めぐる法と被害者救済の訴訟
―福島原発事件を中心に―

1 　福島原発事故
2　原子力基本法
3　原子炉等規制法
4　電気事業法
5　原賠法・支援機構法
6　損害賠償請求の手続
7　伊方原発事件の最高裁判決 （行政訴訟・
取消訴訟）

8　高速増殖炉もんじゅ事件訴訟 （行政訴訟・
無効確認訴訟）

9　志賀原発 2号炉差止請求訴訟 （民事訴訟）
10　原子力発電所の新規制基準
11　福島原発事故の訴訟
12　除染と原状回復
13　函館市の大間原発差止請求訴訟 （無効確

認訴訟、義務付け訴訟、民事訴訟）
14　福島原発事故後、初の判決―大飯原発 3、4

号機運転差止判決―（民事訴訟）
15　エネルギー政策の選択

第 4章　環境法の対象と特色
1 　環境法の対象
2　環境法の特色
第 5章　環境政策の手法
1 　計画的手法
2　規制的手法
3　経済的手法
4　情報的手法
5　手続的手法
6　合意的手法
7　自主的取組手法
8　手法の組合せ
第 6章　環境法の理念・原則・基本指

針・環境基本法
1 　環境基本法の基本理念
2　各主体の責務
3　環境保全施策の指針
4　環境基本計画
5　環境基準
6　国の環境配慮義務
7　経済的手法の導入
8　原因者負担の原則
9　防止原則と予防原則
10　環境教育
11　協働
第 7章　環境影響評価法
1 　環境影響評価法の背景と事例の検討
2　環境影響評価法の概要
第 8章　大気汚染防止法
1 　大気汚染防止法の概要
2　四日市大気汚染訴訟
3　大気汚染訴訟の推移
4　大気汚染訴訟の到達点
第 9章　低炭素社会づくりの法
1 　日本の地球温暖化対策
2　地球温暖化対策の新たな展開
3　再生可能エネルギーの固定価格買取制度
4　地球温暖化対策税
5　東京都の総量削減義務と排出量取引制度
6　国内排出量取引制度

第10章　水質汚濁防止法
1 　水質汚濁防止法の概要
2　イタイイタイ病事件
第11章　土壌汚染対策法
1 　土壌汚染対策法の目的と対象
2　土壌汚染状況調査
3　要措置区域
4　形質変更時要届出区域
5　要措置区域内の土地の汚染除去等の指示
と措置命令

6　土地所有者等への汚染除去等の措置の指
示と措置命令

7　汚染原因者への汚染除去等の措置の指示
と措置命令

8　土壌汚染対策法に基づく土地所有者等の
費用請求権

9　民事法上の請求権
10　地下水への有害物質汚染問題の対応
第12章　廃棄物処理法
1 　廃棄物処理法の目的と定義
2　廃棄物の分類
3　一般廃棄物の規制
4　産業廃棄物処理の規制
5　循環型社会の「廃棄物等」と「循環資源」
―新たな動向―

6　産業廃棄物処理規制の変化と実際
7　廃棄物処理施設 （焼却場・埋立地）の建設
と操業の計画手続

8　条例
9　協定
10　産業廃棄物処理施設をめぐる訴訟の動き
第13章　循環型社会づくりと法
1 　循環基本法
2　容器包装リサイクル法
第14章　人と自然の共存社会
1 　里地里山
2　生物多様性の保全と再生の方向
3　生物多様性基本法
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